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4号特例などの法改正について建

2025年4月から
4号特例等のルールが

改正されます
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4号特例などの法改正について建

（建築物の建築に関する確認の特例）
第六条の四 第一号若しくは第二号に掲げる建築物の建築、大規模の修繕若しくは大規
模の模様替又は第三号に掲げる建築物の建築に対する第六条及び第六条の二の規定の適
用については、第六条第一項中「政令で定めるものをいう。以下同じ」とあるのは、
「政令で定めるものをいい、建築基準法令の規定のうち政令で定める規定を除く。以下
この条及び次条において同じ」とする。

一 第六十八条の十第一項の認定を受けた型式（次号において「認定型式」という。）
に適合する建築材料を用いる建築物
二 認定型式に適合する建築物の部分を有する建築物
三 第六条第一項第四号に掲げる建築物で建築士の設計に係るもの

２ 前項の規定により読み替えて適用される第六条第一項に規定する政令のうち建築基
準法令の規定を定めるものにおいては、建築士の技術水準、建築物の敷地、構造及び用
途その他の事情を勘案して、建築士及び建築物の区分に応じ、建築主事の審査を要しな
いこととしても建築物の安全上、防火上及び衛生上支障がないと認められる規定を定め
るものとする。

4号特例とは

1980年台に景気が上昇しはじめ新築住宅棟数が増加しはじめたが、建築確認審査を行う
行政職員が不足し審査が滞ってしまたことから、1983年から４号特例が開始された。
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2025年（R7年）に変わる予定

出典:国土交通省のウェブサイト
https://www.mlit.go.jp/common/001500388.pdf https://www.mlit.go.jp/common/001500389.pdf https://www.mlit.go.jp/report/press/content/001519931.pdf

4号特例の見直し 令46条の変更 省エネ基準適合
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2025年（R7年）に変わる予定
4号特例の見直し 令46条の変更 省エネ基準適合

出典:国土交通省のウェブサイト
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4号特例などの法改正について建

出典:国土交通省のウェブサイトhttps://www.mlit.go.jp/common/001744375.pdf
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4号特例などの法改正について建

出典:国土交通省のウェブサイトhttps://www.mlit.go.jp/common/001744375.pdf
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4号特例などの法改正について建

出典:国土交通省のウェブサイトhttps://www.mlit.go.jp/common/001627103.pdf

改正法制度の説明資料が国交省のホームページで公
開されています。読まれていない方は早めに
ご一読ください。（この資料に沿って説明します）
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4号特例などの法改正について建

出典:国土交通省のウェブサイト

確認申請・審査マニュアルもあります。

https://www.mlit.go.jp/common/001627104.pdfhttps://www.mlit.go.jp/common/001627106.pdf
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改正基準法は2025年4月（R7年4月）以降に着工
するものから適用される予定です。

出典:国土交通省のウェブサイト https://www.mlit.go.jp/common/001627103.pdf
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2025年2～3月（R7年2～3月）は、確認審
査機関における確認審査数が集中し、確認
期間が⾧くなることが想定されます。構造
計算適合性判定を要する物件でも確認期間
が⾧くなることが考えられますので、余裕
を持った設計工期でのご対応をお願いいた
します。

参考：
確認審査では
４号建築は、受理した日から７日以内に審査だが
1～3号建築は、受理した日から35日以内の審査と
なっている
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延面積
階数

200㎡以下 200㎡超
500㎡以下

500㎡超

3以上 2号建築物 2号建築物 2号建築物

2 4号建築物※ 4号建築物※ 2号建築物

1 4号建築物※ 4号建築物※ 2号建築物

延面積
階数

200㎡以下 200㎡超
500㎡以下

500㎡超

3以上 2号建築物 2号建築物 2号建築物

2 2号建築物 2号建築物 2号建築物

1 3号建築物※ 2号建築物 2号建築物

建築基準法第６条
1号 特殊建築物（学校、病院、共同住宅、

百貨店など）で当該部分の面積が
200㎡を超えるもの

2号 木造建築物で3以上の階数を有し、
又は延べ面積が500㎡、高さが13m
もしくは軒高が9mを超えるもの

3号 木造以外の建築物で2以上の階
数を有し、または延べ面積が200
㎡を超えるもの

4号 上記以外

改正後の建築基準法第６条
1号 特殊建築物（学校、病院、共同住宅、

百貨店など）で当該部分の面積が
200㎡を超えるもの

2号 前号に揚げる建築物を除くほか、
2以上の階数を有し、又は延べ
面積が200㎡を超えるもの

3号 上記以外（平家200㎡以下）

改正前（木造建築物） 改正後（非木造・木造共通）

:審査対象（都市計画区域外も含む）

:構造等の審査省略あり
※ 都市計画区域外は確認対象外

4号特例の見直し（法6条）
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階高の高い木造建築物などの増加を踏まえ
た構造安全の検証法の合理化（法20条）

建築基準法第20条第1項第二号
高さが60m以下の建築物のうち、第6条第1項第二号に掲げる建築物（高さが
13ｍ又は軒の高さが9ｍを超えるものに限る。）又は同項第三号に掲げる建
築物（地階を除く階数が4以上である鉄骨造の建築物、高さが20ｍを超える
鉄筋コンクリート造又は鉄骨鉄筋コンクリート造の建築物その他これらの建
築物に準ずるものとして政令で定める建築物に限る。）次の基準のいずれか
に適合するものであること。

高さが60m以下の建築物のうち、木造の建築物（地階を除く階数が4以上で
あるもの又は高さが16ｍを超えるものに限る。）又は木造以外の建築物
（地階を除く4以上である鉄骨造の建築物、高さが20ｍを超える鉄筋コンク
リート造又は鉄骨鉄筋コンクリート造の建築物その他これらの建築物に準ず
るものとして政令で定める建築物に限る。）次の基準のいずれかに適合する
ものであること。

許容応力度等計算（ル－ト２）、保有水平耐力計算（ル－ト３）が必要

改正前

改正後

木造の建築物で3以上の階数を有し、又は延べ面積が500㎡、
高さが13ｍ若しくは軒の高さが9ｍを超える
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階高の高い木造建築物などの増加を
踏まえた構造安全の検証法の合理化

改正前

改正後

建築基準法第20条第1項第三号
高さが60m以下の建築物のうち、第6条第1項第二号又は第三号に掲げる建
築物のその他その主要構造部（床、屋根及び階段を除く。）を石造、れんが
造、コンクリートブロック造、無筋コンクリート造その他これらに類する構
造とした建築物の高さが13m又は軒の高さが9ｍを超えるもの（前号に掲げ
る建築物を除く。）次の基準のいずれかに適合するものであること。

高さが60m以下の建築物のうち（前号に掲げる建築物を除く。）のうち、
第6条第1項第一号又は第二号に掲げる建築物（木造の建築物にあっては、
地階を除く階数が3以上であるもの又は延べ面積が300㎡を超えるものに
限る。）次の基準のいずれかに適合するものであること。

許容応力度計算（ルート１）が必要!

木造以外の建築物で2以上の階数を有し、又は延べ面積が
200㎡を超えるもの
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https://www.mlit.go.jp/common/001627103.pdf
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階数 延床面積
200㎡以下

延床面積
200㎡超500㎡以下

延床面積
500㎡超

3以上 許容応力度計算 許容応力度計算 許容応力度計算

2 壁量計算
（審査省略）

壁量計算
（審査省略）

許容応力度計算

1 壁量計算
（審査省略）

壁量計算
（審査省略）

許容応力度計算

高さが13m以下又は軒の高さが9ｍ以下の木造建築物
改正前

高さが16m以下の木造建築物
改正後

階数 延床面積
200㎡以下

延床面積
200㎡超300㎡以下

延床面積
300㎡超

延床面積
制限なし

4以上 許容応力度等計算 許容応力度等計算 許容応力度等計算 許容応力度等計算

3 許容応力度計算 許容応力度計算 許容応力度計算 許容応力度等計算

2 壁量計算
（審査対象）

壁量計算
（審査対象）

許容応力度計算 許容応力度等計算

1 壁量計算
（審査省略）

壁量計算
（審査対象）

許容応力度計算 許容応力度等計算
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令和7年4月施工
4号特例見直し、構造見直しの全体像

https://www.mlit.go.jp/common/001627103.pdf
出典:国土交通省のウェブサイト
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令和7年4月施工
4号特例見直し、構造見直しの全体像

https://www.mlit.go.jp/common/001627103.pdf
出典:国土交通省のウェブサイト
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必要な壁量等の基準
令和4年10月28日の必要な壁量等の基準（案）では

必要な壁量に関する規定
（建築基準法施行令第46条第4項等関連）

方法① 個々の建築物の荷重の実態に応じてより
精緻に検証する方法（Ai法）

方法② 簡易に必要な壁量を確認する方法

方法③ 構造計算により安全性を確認する方法
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壁量基準等の見直し 出典:国土交通省のウェブサイト

https://www.mlit.go.jp/common/001627103.pdf

現行法では、構造計算で設計しても壁量
計算が必要でした。
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壁量基準等の見直し 出典:国土交通省のウェブサイト

https://www.mlit.go.jp/common/001627103.pdf

構造設計では当たり前のAi分布
で地震層せん断力を算出し、必
要な壁量に変換している。

0．0196とは？注意!!
地域係数
がない
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壁量基準等の見直し

壁倍率1倍とは、⾧さが1ｍの壁に200ｋｇ（1．96
ｋN)の水平力が作用した時に、層間変形角が
1／120となる壁のこと。（15ｃｍ×90ｃｍの筋か
いを入れた軸組相当）
なお、層間変形角1／120は木造建築物の中地震時
（C0=0.2)における変形制限値で、壁量計算は中地
震時の検討を行っていることになります。大地震時
ではありません。
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壁量基準等の見直し 出典:国土交通省のウェブサイト

https://www.mlit.go.jp/common/001627103.pdf

固定荷重と積載荷重の和となっている。

基準法ではなんと積雪は含まれていない。

条例で検討中!
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壁量基準等の見直し 出典:国土交通省のウェブサイト
枠組壁工法などはどうなのかについては令和6年10月25日技術的助言より

https://www.mlit.go.jp/common/001769761.pdf

なぜか、枠組壁工法では、積雪を見込むこ
とになっている
多雪区域外は見込まなくても良い
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壁量基準等の見直し 出典:国土交通省のウェブサイト

https://www.mlit.go.jp/common/001627103.pdf

ここでは、積雪を考慮している
地域係数が
ある
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Ai分布の計算をせず
に試算例（早見表）
を利用。

出典:国土交通省のウェブサイト

https://www.mlit.go.jp/common/001627103.pdf

壁量基準等の見直し
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Ai分布の計算を簡
易に計算できるエ
クセルシートが配
布されている。

出典:国土交通省のウェブサイト

https://www.mlit.go.jp/common/001627103.pdf

壁量基準等の見直し
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壁量等の基準（令和7年施行））に対応した表計算ツール（在来軸組工法版）ver1.1 表計算ツールの解説・注意事項 2024/10/30

出典:公益財団法人日本住宅・
木材技術センターウェブサイト壁量基準等の見直し

https://www.howtec.or.jp/publics/index/411/

10/30に表計算ツールに多機能版が追加された
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壁量等の基準（令和7年施行））に対応した表計算ツール（在来軸組工法版）ver1.1 表計算ツールの解説・注意事項 2024/10/30

6m

16.5m
床面積当たりの荷重は、階高
が2.8mで上記のような平面
形として、計算している

屋根面の荷重は、屋根勾配5
寸、軒の出が450～600mm
を想定して割増率を1．3倍
としている

3m

1.
5m

(0.6+3.35)/3＝1.316

出典:公益財団法人日本住宅・
木材技術センターウェブサイト壁量基準等の見直し

https://www.howtec.or.jp/publics/index/411/

1.3倍

（在来軸組工法版の場合）
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6m

16.5m

床面積当たりの荷重は、階高が2.8mで上
記のような平面形として、計算している

サイディング（600N/m2）で検討

サイディングで床面積当たり荷重を求め
てみる

600×(6+16.5)×2×2.8×0.91／（6×16.5）

＝694 700N/m2

外周⾧さ 階高単位荷重 開口率 床面積

出典:公益財団法人日本住宅・
木材技術センターウェブサイト

https://www.howtec.or.jp/publics/index/411/

壁量基準等の見直し

壁量等の基準（令和7年施行））に対応した表計算ツール（在来軸組工法版）ver1.1 表計算ツールの解説・注意事項 2024/10/30
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公益財団法人 日本住宅・木材技術センターのウェブサイトより
https://www.howtec.or.jp/publics/index/411/

検証計算（森松）

2階 17
1階 35 2階 16

1階 35

出典:公益財団法人日本住宅・木材技術センター
ウェブサイト

https://www.howtec.or.jp/publics/index/411/
壁量等の基準（令和7年施行））に対応した表計算ツール（在来軸組工法版）ver1.1 表計算ツールの解説・注意事項 2024/10/30
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出典:公益財団法人日本住宅・木材技術センター
ウェブサイト

壁量等の基準（令和7年施行））に対応した表計算ツール（在来軸組工法版）ver1.1 表計算ツールの解説・注意事項 2024/10/30

表計算ツールの解説・注意事項は必ず読んでおくことをお勧めします。
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2階 17
1階 35

https://www.howtec.or.jp/publics/index/411/

出典:公益財団法人日本住宅・木材技術センター
ウェブサイト

壁量等の基準（令和7年施行）に対応した早見表（在来軸組工法用） 2024/10/30
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出典:国土交通省のウェブサイト壁量基準等の見直し
準耐力壁について

https://www.mlit.go.jp/common/001627103.pdf
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出典:国土交通省のウェブサイト壁量基準等の見直し
準耐力壁について

https://www.mlit.go.jp/common/001627103.pdf
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出典:国土交通省のウェブサイト壁量基準等の見直し
準耐力壁について

https://www.mlit.go.jp/common/001627103.pdf
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出典:国土交通省のウェブサイト壁量基準等の見直し
階高3．2ｍを超える場合について

https://www.mlit.go.jp/common/001627103.pdf
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出典:国土交通省のウェブサイト壁量基準等の見直し
筋かいの規制の見直し

https://www.mlit.go.jp/common/001627103.pdf
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柱の小径の基準について

出典:国土交通省のウェブサイト

https://www.mlit.go.jp/common/001627103.pdf

前提条件

無等級 正角材で
負担面積は5㎡
有効細⾧比は150以下
2階横架材せい120mm
R階横架材せい105mm
すぎの圧縮基準強度
17.7N/mm2

積載荷重は1300N/mm2

と想定している

積雪荷重は含まない!
道条例で検討中!

はりとはりの内法です
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柱の小径の基準について
出典:国土交通省のウェブサイト早見表の利用

https://www.mlit.go.jp/common/001627103.pdf
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柱の小径の基準について
出典:国土交通省のウェブサイト表計算ツールの利用

https://www.mlit.go.jp/common/001627103.pdf

前提条件

床の支配面積
が5㎡分の荷重
を想定してい
る

5㎡を超える場
合は別途補正
計算が必要

2－1は、無等級すぎ材が前提

2－2は樹種・強
度が変えられる
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柱の小径の基準について
出典:国土交通省のウェブサイト表計算ツールの利用

https://www.mlit.go.jp/common/001627103.pdf



【令和6年度 建築性能試験センター構造セミナー】建 道総研 建築性能試験センター

42

柱の小径の基準について

別紙 木造建築物における省エネ化等による建築物の重量化に対応するための必要な壁量等の基準の見直し
(案）等の概要（令和5年12月版） 国土交通省住宅局 P5

出典:国土交通省のウェブサイト

https://www.mlit.go.jp/jutakukentiku/build/content/001519525.pdf
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柱の小径の基準について

２階建ての木造一戸建て住宅（軸組工法）等の確認申請・審査マニュアル（2024/9）

出典:国土交通省のウェブサイト
小径の確認が不要な柱

https://www.mlit.go.jp/common/001627106.pdf
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壁量充足率について
出典:国土交通省のウェブサイト

13ｍを超え16ｍ以下の木造建築物
は、現状はルート２の設計であった
ので、剛性率の検討があったが、
ルート１で設計が可能になったため、
剛性率の検討が不要になったため、
代替えとして壁量充足率をすること
になった

令和6年10月25日
枠組壁工法又は木質プレハブ工法を用いた
建築物又は建築物の構造部分の構造方法に
関する安全上必要な技術的基準を定める件
等の改正について（技術的助言）
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設計上の留意事項

別紙 木造建築物における省エネ化等による建築物の重量化に対応するための必要な壁量等の基準の見直し
(案）等の概要（令和5年12月版） 国土交通省住宅局 P7

出典:国土交通省のウェブサイト

https://www.mlit.go.jp/jutakukentiku/build/content/001519525.pdf
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経過措置について 出典:国土交通省のウェブサイト

令和6年10月25日
枠組壁工法又は木質プレハブ工法を用いた
建築物又は建築物の構造部分の構造方法に
関する安全上必要な技術的基準を定める件
等の改正について（技術的助言）

https://www.mlit.go.jp/common/001769761.pdf
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経過措置について 出典:国土交通省のウェブサイト

https://www.mlit.go.jp/common/001627103.pdf
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サポート体制について

出典:国土交通省のウェブサイト https://www.mlit.go.jp/common/001627103.pdf

事前審査ではあ
りません
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最新情報は、国交省HPで
https://www.mlit.go.jp/jutakukentiku/house/04.html


